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2はじめに

◼ 三次②必要量については、2021年度事後検証（第28回本小委員会）において、必要量低減に向けた取り組み
として、一般送配電事業者と継続的に検討するとしているところ。

◼ 気象予測の精度向上については、気象の専門家を含む関係者が協力して取り組むことが重要であり、「太陽光発電
における出力予測精度の向上に向けた勉強会」が設置され、これまでの議論の結果、複数モデルの活用・アンサンブ
ル予報を用いた気象予測の信頼度に応じた必要量の算定といった取り組み方策が提示された。複数モデルの活用
については2021年度より採用され必要量を低減できる効果が既に出ており、一方でアンサンブル予報を用いた気象
予測の信頼度に応じた必要量の算定についてはNEDO事業の中で気象モデルの改善も含めて検討されているところ。

◼ また、早期に必要量を低減することを目的とし、既存の気象モデルによるアンサンブル予報を用いた気象予測の信頼
度に応じた必要量の算定（以下、今回手法）についても取り組んでおり、今回、2022年度においては共同調達に
参加しておらず、単独エリアで必要量を算出している中部エリアをモデルとし今回手法の検討を進めてきたところ、必
要量低減の効果が確認された。

◼ 三次②調達に要する費用の効率化が求められるなか、早期に適用を開始したい事業者のニーズも踏まえ、事務局
において、今回手法の評価とそれに伴う三次②必要量テーブルの事前評価を行ったため、その内容についてご議論
いただきたい。



3（参考）再エネ予測精度向上に向けた取り組みについて

出所）第38回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年4月19日）資料3-2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/chousei_jukyu_38_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/chousei_jukyu_38_haifu.html


4（参考）太陽光発電における出力予測精度の向上に向けた勉強会※

出所）第27回電力・ガス基本政策小委員会（2020年7月28日）資料6-1
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/027_06_01.pdf

※2020年度より「太陽光発電における出力予測精度の向上に向けた研究会」に名称変更

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/027_06_01.pdf


5（参考）複数モデル導入による三次②必要量削減効果について

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


6(参考) 今後の気象予測精度向上について

出所）第65回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2021年9月22日） 資料5をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_65_haifu.html

◼ アンサンブル予報の活用については、過去に太陽光発電における出力予測精度の向上に向けた研究会でも検討が
行われ、現在もNEDO事業において2024年度までの4年間の計画の中で活用技術の開発が行われている。

◼ また、最終的な技術開発結果が得られるまでの間においても、技術開発に関する知見・データから三次②の低減効
果に係る示唆が得られれば、一般送配電事業者において新たな気象予測技術の実装を図っていくこととされていた。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2021/chousei_jukyu_65_haifu.html


7(参考) 2022年度の共同調達エリアについて

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html
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10

気象会社 一般送配電事業者

現行の三次②必要量の算出方法について

◼ 現在、中部電力パワーグリッド（以下、中部電力PG）においては、他エリアと同様に、日々、契約している気象会
社から入手した翌日の気象予測データ（日射量、風速等）を用いて、FIT特例①・③の出力予測を実施し、過去
の予測誤差を基に算定した三次②必要量テーブルから翌日の出力予測値に該当する三次②必要量をピックアップ
することで、日々の取引で使用する三次②必要量を算出している。

oror

気象データ提出

日射量

風速

etc

出力予測を実施 ブロック毎の必要量を算出

気象データをもとに
出力予測を実施

出力予測帯※から必要量を算出

例:４月におけるブロック4、出力予測値50~60%の場合

※当該ブロックにおけるPVもしくは風力の最大出力値に対する割合

4月
ブロック1

(0時～3時)

ブロック2

(3時～6時)

ブロック3

(6時～9時)

ブロック4

(9時～12時)

ブロック5

(12時～15

時)

ブロック6

(15時～18

時)

ブロック7

(18時～21

時)

ブロック8

(21時～24

時)

0～10% 5.5 7.9 10.9 14.0 17.1 20.1 23.2 85.1

10～20% 0.0 72.0 145.0 218.1 291.2 364.3 36.6 0.0

20～30% 0.0 53.8 326.6 497.0 667.5 278.7 46.6 0.0

30～40% 0.0 144.8 708.1 1271.5 1241.3 108.9 56.6 0.0

40～50% 0.0 18.0 621.0 1147.1 1038.5 329.7 66.7 0.0

50～60% 0.0 138.8 533.8 1022.7 1207.6 1159.0 35.0 0.0

60～70% 0.0 40.3 612.2 1100.9 1589.7 1293.1 23.8 0.0

70～80% 0.0 97.9 522.5 907.4 1347.1 1154.2 12.7 0.0

80～90% 0.0 104.0 432.9 943.2 1104.4 1015.2 107.2 0.0

90～100% 0.0 54.3 628.7 979.0 1021.6 1064.3 50.0 0.0



11今回手法の概要について(1/2)

◼ 他方で、中部電力PGが契約している気象会社から日々入手している気象予測データのうち、日射量予測について
は、 従来より、当該気象会社において、翌日の予測信頼度を高い（A）と低い（B）にランク付けをしている。

◼ 今回、中部電力PGとともに検討した手法は、信頼度Aの日は下振れの予測誤差が相対的に小さくなる点に着目し、
信頼度Aの日に対する必要量テーブル(以下、Aテーブル)を新たに準備し、気象会社が日々想定した信頼度に応じ、
信頼度Aの日にはAテーブルを、信頼度Bの日には従来のテーブル(以下、Bテーブル)を使い分けて使用するもの。

気象会社 中部電力PG

信頼度A(高い)

信頼度B(低い)

日射量予測や天候データから翌日の予測信頼度(A,B)を設定・配信

・日射量予測や天候
データから予測の下振れ
に対する基準を設定

・その基準に従い、相対
的に予測の下振れ幅が
小さい日を予測信頼度
Aと設定

信頼度A

信頼度B

Aテーブルを使用

Bテーブルを使用

例:４月におけるブロック4、出力予測値50~60%の場合

or

例:
出
力
予
測
値
は
ど
ち
ら
も
50

～
60

％



12（参考）信頼度毎の予測誤差発生状況
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信頼度A（日数：186）
平均値 ：124MW
標準偏差：725MW

【2021年度の誤差発生状況（※12:00~12:30の日別値）】

[MW]

[日]

上振れ

下振れ

上振れ

下振れ

[日]

信頼度B（日数：179）
平均値 ：196MW
標準偏差：856MW

[MW]

◼ 予測誤差の発生状況は、信頼度Aの方が相対的にその最大値や振れ幅が小さくなっている。



13今回手法の概要について(2/2)

◼ 今回手法について、具体的には、過去実績から予測信頼度がAの日を抽出し、信頼度Aの日のみの誤差実績を
母集団データとする三次②必要量テーブル（Aテーブル）を新たに作成する。

◼ そのうえで、翌日の再エネ出力予測時において、予測信頼度がAであれば、Aテーブルから三次②必要量を抽出する
ことになる。なお、予測信頼度がBの場合は、従来の三次②必要量であるBテーブル（信頼度AとBの日の全データ
で構成）を使用する。

三次②必要量テーブル作成母集団データ

・気象会社から過去の信頼度ランクを受領 ・信頼度Aの日のみの誤差実績を母集団と
するテーブルを新たに作成
・信頼度Aの日はAテーブルを使用

信頼度 日付 時刻 予想 実績

A 4/1

0:00～
0:30

10 8

… … …

23:30
～
24:00

14 11

A ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

A ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・過去実績から信頼度Aの日における誤差実績を抽出

★信頼度Aの日における予測誤差は小さくなる

※信頼度Bの日は従来のBテーブルを使用

4
ブロック1

(0時～3時)

ブロック2

(3時～6時)

ブロック3

(6時～9時)

ブロック4

(9時～12時)

ブロック5

(12時～15時)

ブロック6

(15時～18時)

ブロック7

(18時～21時)

ブロック8

(21時～24時)

0～10% 11.0 13.3 15.6 17.9 20.2 22.5 24.8 83.7

10～20% 0.0 72.0 145.3 218.5 291.7 365.0 36.6 0.0

20～30% 0.0 9.5 341.8 362.8 383.9 492.4 36.7 0.0

30～40% 0.0 20.9 539.8 834.9 1371.5 619.8 36.7 0.0

40～50% 0.0 32.3 402.0 1510.2 1442.3 1374.3 36.8 0.0

50～60% 0.0 43.6 264.1 494.4 1281.2 856.1 34.9 0.0

60～70% 0.0 105.1 276.0 446.9 1096.6 811.9 36.2 0.0

70～80% 0.0 49.0 249.2 589.6 911.9 769.5 37.5 0.0

80～90% 0.0 98.5 446.0 732.3 1108.3 727.1 14.1 0.0

90～100% 0.0 54.4 642.8 1541.8 879.1 216.4 0.0 0.0

信頼度 日付

A 4/1

B 4/2

・・・ ・・・



14今回手法に対する評価について

◼ まず、今回の手法に対する評価として、安定供給上の信頼性、および有効性について、評価を行った。

◼ 具体的には、信頼性については、再エネ予測誤差実績に対する必要量の不足がどの程度発生するか、また、有効
性としては、必要量の削減効果がどの程度かを確認した。

確認項目 確認対象 確認内容

今回手法の信頼性 予測誤差 ✓ 今回手法の必要量と再エネ予測誤差実績との差分はどの程度となるか

今回手法の有効性 三次②年間必要量 ✓ 今回手法による必要量削減効果はどの程度となるか
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今回手法における信頼性評価について

◼ 今回手法における信頼性評価として、従来手法と今回手法において、2022年度の三次②必要量推定値が、
2021年度の再エネ予測誤差実績に対し、それぞれどの程度の不足を生じることになるのかを確認した。

◼ 不足となるコマの割合は、従来手法が22%に対して、今回手法が24%で、おおよそ同等の水準となった。また予測
の大外しとなる不足の最大値は、従来手法と今回手法において違いは見られなかったことから、今回手法を適用した
エリアが他エリアに比べ安定供給上の信頼性を損なうものではないと考えて良いのではないか。

◼ なお、これらの結果は、既存のアンサンブル予報では、下振れ方向への予測外しが2割程度生じる（既存予測精度
の限界）ということとも考えられ、この予測精度自体の向上については、前述の気象の専門家を含む関係者を集めた
研究会等の取り組みが待たれるところ。

不足

充足

[MW]
【誤差実績と三次②必要量の差分の分布】

従来手法 今回手法



16今回手法における有効性評価について

◼ 次に、今回手法における有効性評価として、三次②年間必要量(推定値)を比較した。

◼ 2022年度の三次②必要量は、従来手法が44億ΔkWhである一方、今回手法では35億ΔkWhであり、年間で
約20%の削減効果が期待できる。三次②調達に要する費用がFIT交付金からあてがわれていることを踏まえると、
この今回手法の有効性は高いと評価できるのではないか。

※母集団データの採録期間は、2020年4月～2022年3月の2か年
FIT配分値は、2021年4月1日～2022年3月31日を設備量補正した値を使用
今回手法は、2021年度の信頼度Aの日はAテーブルを、信頼度Bの日はBテーブルを使用し必要量を算出

【手法毎の三次②年間必要量（推定値）】
[億ΔkWh]

0

2

4

6

8

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

従来手法 今回手法



17今回手法の展開について

◼ 以上の信頼性評価・有効性評価から、まずは中部エリアで先行的に今回手法を導入することしてはどうか。

◼ また、今回事例の横展開には、各エリアにおけるデータ分析等に一定の時間を要することや、共同調達エリアにおける
課題（共同調達エリア内で信頼度が異なる場合の扱い等）解決も必要となるため、今後、NEDO事業との連携や
気象の専門家を含む関係者の見解等も踏まえ、中部電力PG以外の一般送配電事業者へも展開することを検討
することとしてはどうか。

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日） 資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html
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19今回手法における三次②必要量テーブルの事前評価について

◼ 次に、今回手法における三次②必要量テーブルについて、昨年度と同様に以下の内容について、事前評価を行った。

◼ まず、テーブル作成については、過去の予測信頼度Aの日のデータのみで母集団データを形成し、過去の本小委員
会で整理された方法で三次②必要量テーブルが作成されていることを確認した。

◼ そのうえで、今回テーブルについて、母集団データの採録期間、および特異値補正について、評価を行った。

確認項目 確認対象 確認結果

テーブル作成 母集団データ

採録期間
✓ 過去何か年の採録したデータを基にテーブルを作成す

るか（現行テーブルは、2020～2021年度の２か
年）

データの種別
✓ 信頼度Aの日における「前日の予測値」、「GC時点の

予測値」、「実績値」を用いて、
母集団データを作成していることを確認

テーブル補正

再エネ設備量補正 ✓ 再エネ設備量の増減が反映されていることを確認

特異値補正
✓ 何%以上の格差について補正を実施するか（現行テーブルは、1%以上

の格差を補正）

論点①

論点②



20（参考）三次②必要量に関する検証プロセスについて

出所）第20回需給調整市場検討小委員会（2020年12月11日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_20_haifu.html


21【論点①】母集団データの採録期間について

◼ 今後、今回手法の調達量の妥当性については、事後検証等を通じて、従来手法との比較を行っていくことになる。

◼ その際、従来手法と条件を同一にしておく方が比較検証が行いやすいため、今回手法における母集団データの採録
期間については、従来手法と同様に至近2か年（2020～2021年度）とすることとしてはどうか。

※FIT配分値は、2021年4月1日～2022年3月31日を設備量補正した値を使用
2021年度の信頼度Aの日はAテーブルを、信頼度Bの日はBテーブルを使用し、必要量を算出

（参考）採録期間毎の月別必要量

母集団データの採録期間
年間必要量
[億ΔkWh]

至近2か年
（2020～2021年度）

35.1

至近3か年
（2019～2021年度)

35.8

[億ΔkWh]

0

2

4

6

8

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2か年 3か年

（参考）採録期間毎の年間必要量



22(参考) 2022年度三次②必要量テーブルにおける採録期間について

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日） 資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html
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【論点②】特異値補正について

◼ 次に、今回テーブルの格差について、エリア需要の何％以上に対して補正を施すのが妥当かを確認した。

◼ 母集団データの採録期間を2か年としたAテーブルとBテーブルにおける格差発生状況を確認すると、両テーブルの格
差の発生状況の傾向には大きな差が見られないことから、Aテーブルにおいても従来のBテーブルと同様に１％以上の
格差に対して、特異値として補正することで問題ないと言えるのではないか。

補正

1%以上の
総格差数

全格差に対する
割合[%]

A(今回)テーブル 81 46.8

B(従来)テーブル 105 58.3

格差帯毎のデータ数



24(参考) 三次②必要量テーブルにおける特異値補正について

出所）第21回需給調整市場検討小委員会（2021年1月29日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_21_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_21_haifu.html


25今回手法を利用した場合の運用方法について

◼ 今回手法導入後、三次②必要量テーブルの公表については、従来のBテーブルに加えてAテーブルも新たに公表する
こととしてはどうか。

◼ また、Aテーブルの妥当性について検証を行ったが、今回手法導入後の需給調整市場での三次②募集にあたっては、
契約している気象会社から入手した予測信頼度に基づいて、適切にテーブルを選択し、募集をする必要がある。

◼ 中部電力PGにおいては、気象会社からの予測信頼度に基づき、自動的にテーブル選択するシステムを導入する予
定となっている一方、このシステムが導入されるまでの間は、手動にてテーブルの選択を行うこととなるため、適切なテー
ブルを選択しているかどうかは、事後検証において広域機関が確認することとしてはどうか。

（参考）中部電力PGにおける三次②必要量算定フロー
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１．今回手法の概要と評価について

２．今回手法における三次②必要量テーブルの事前評価について

３．まとめ
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◼ 今回、既存の気象モデルによるアンサンブル予報を用いた気象予測の信頼度に応じた必要量の算定方法について、
信頼性および有効性の観点から評価を行った。今回手法は、従来手法と比較し、不足となるコマの割合はおおよそ
同等の水準となり、また、20%程度の必要量削減効果があることから有効性が高いと評価した。

◼ また、今回手法で用いる三次②必要量テーブルについて事前評価を行った結果、従来のテーブルと同様に、母集団
データ採録期間を至近2年、特異値補正を格差1%以上とすることとしてはどうか。

◼ 今回事例の横展開には、各エリアにおけるデータ分析や、共同調達エリアにおける課題（共同調達エリア内で信頼
度が異なる場合の扱い等）解決も必要となるため、今後、NEDO事業との連携や気象の専門家を含む関係者の
見解等も踏まえ、中部電力PG以外の一般送配電事業者へも展開することを検討することとしてはどうか。

まとめ


